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共済年金職域部分廃止後の退職給付のあり方等に関する要求について

　日頃の国政全般に対するご尽力と、公務員の適正な処遇及び職場環境の整備等に係るご努力に、心より敬意を表します。
　さて、2012年３月７日、人事院は総務・財務両大臣からの依頼（2011年８月25日）に基づく「民間企業における企業年金及び退職金の実態調査」及び「国家公務員共済年金の職域部分及び退職手当との水準比較」の結果と見解を明らかにしました。また、政府が岡田副総理の下に設置した「共済職域部分と退職給付に関する有識者会議」は、５月23日に「中間的な議論の整理」、７月５日に報告書をとりまとめました。
　退職給付は、職員の退職後の生活を支える重大な勤務条件であるとともに、適正な給付水準等の確保をはかる必要があります。
　つきましては、共済年金職域部分廃止後の退職給付のあり方等について、以下の事項を実現されるよう強く求めます。

記

１．職域部分の未裁定者（過去分）については、これまでの加入期間に応じた給付を行うとともに、その財源については積立金により賄うこと。

２．「年金払い退職給付」（以下、「新年金」という。）の支給方法（一部を一時金として選択可能とする仕組みの導入等を含む）及び支給水準、負担割合等については、公務労協との交渉・協議、合意に基づき決定すること。
　　また、新年金の制度創設にあたっての現行の職域部分が保有する積立金の活用についても、同様に交渉・協議、合意に基づき措置すること。

３．新年金の導入については、その制度と支給に関する将来的安定性と恒久性を確保すること。したがって、今後の退職給付全体の水準の調整は、退職手当で行うことを基本とし、官民比較の調査頻度や調査方法等について、公務労協との交渉・協議、合意に基づき措置すること。

４．新年金の性格（公務の特殊性に配慮した公務員制度の一環等としての年金とする）について、社会的納得性の確保をはかること。

５．新年金における公務上障害・遺族年金の取扱いについては、使用者責任の原則から、全額公費負担で賄うこと。

以　上

